
【様式第1号】

自治体名：長久手市

会計：連結会計 （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 163,862   固定負債 31,834

    有形固定資産 155,193     地方債等 16,180

      事業用資産 49,182     長期未払金 -

        土地 25,949     退職手当引当金 3,332

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 45,464     その他 12,322

        建物減価償却累計額 -23,670   流動負債 3,423

        工作物 4,670     １年内償還予定地方債等 2,063

        工作物減価償却累計額 -3,318     未払金 499

        船舶 -     未払費用 12

        船舶減価償却累計額 -     前受金 5

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 390

        航空機 -     預り金 369

        航空機減価償却累計額 -     その他 86

        その他 - 負債合計 35,257

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 86   固定資産等形成分 165,566

      インフラ資産 101,147   余剰分（不足分） -31,179

        土地 51,866   他団体出資等分 61

        建物 1,630

        建物減価償却累計額 -372

        工作物 79,139

        工作物減価償却累計額 -31,441

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 325

      物品 9,838

      物品減価償却累計額 -4,974

    無形固定資産 42

      ソフトウェア 42

      その他 0

    投資その他の資産 8,627

      投資及び出資金 591

        有価証券 92

        出資金 499

        その他 -

      長期延滞債権 77

      長期貸付金 2

      基金 7,897

        減債基金 -

        その他 7,897

      その他 71

      徴収不能引当金 -11

  流動資産 5,842

    現金預金 3,562

    未収金 474

    短期貸付金 -

    基金 1,703

      財政調整基金 1,699

      減債基金 4

    棚卸資産 119

    その他 3

    徴収不能引当金 -19

  繰延資産 - 純資産合計 134,447

資産合計 169,705 負債及び純資産合計 169,705

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：長久手市

会計：連結会計 （単位：百万円）

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 35,906

    業務費用 18,268

      人件費 6,149

        職員給与費 4,129

        賞与等引当金繰入額 397

        退職手当引当金繰入額 303

        その他 1,320

      物件費等 11,411

        物件費 7,091

        維持補修費 671

        減価償却費 3,596

        その他 53

      その他の業務費用 708

        支払利息 169

        徴収不能引当金繰入額 14

        その他 525

    移転費用 17,637

      補助金等 4,248

      社会保障給付 13,347

      その他 42

  経常収益 5,495

    使用料及び手数料 3,223

    その他 2,272

純経常行政コスト 30,411

  臨時損失 59

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 38

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 21

  臨時利益 119

    資産売却益 115

    その他 4

純行政コスト 30,351



【様式第3号】

自治体名：長久手市

会計：連結会計 （単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 131,494 164,348 -32,923 69

  純行政コスト（△） -30,351 -30,330 -21

  財源 31,800 31,787 13

    税収等 17,352 17,352 -

    国県等補助金 14,448 14,435 13

  本年度差額 1,449 1,457 -8

  固定資産等の変動（内部変動） -264 264

    有形固定資産等の増加 2,935 -2,935

    有形固定資産等の減少 -3,770 3,770

    貸付金・基金等の増加 1,239 -1,239

    貸付金・基金等の減少 -668 668

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 1,402 1,402

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 53 80 -27 -

  その他 50 - 50

  本年度純資産変動額 2,954 1,218 1,744 -8

本年度末純資産残高 134,447 165,566 -31,179 61

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：長久手市

会計：連結会計 （単位：百万円）

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 32,094

    業務費用支出 14,186

      人件費支出 5,859

      物件費等支出 7,752

      支払利息支出 169

      その他の支出 406

    移転費用支出 17,908

      補助金等支出 4,519

      社会保障給付支出 13,347

      その他の支出 42

  業務収入 36,542

    税収等収入 17,186

    国県等補助金収入 13,846

    使用料及び手数料収入 3,223

    その他の収入 2,287

  臨時支出 35

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 35

  臨時収入 4

業務活動収支 4,418

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,509

    公共施設等整備費支出 3,414

    基金積立金支出 1,044

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 51

    その他の支出 0

  投資活動収入 1,408

    国県等補助金収入 428

    基金取崩収入 517

    貸付金元金回収収入 50

    資産売却収入 223

    その他の収入 190

投資活動収支 -3,101

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,102

    地方債等償還支出 2,040

    その他の支出 61

  財務活動収入 1,011

    地方債等発行収入 1,009

    その他の収入 2

財務活動収支 -1,090

本年度資金収支額 226

前年度末資金残高 3,048

比例連結割合変更に伴う差額 13

本年度末資金残高 3,287

前年度末歳計外現金残高 272

本年度歳計外現金増減額 3

本年度末歳計外現金残高 274

本年度末現金預金残高 3,562



注記

1 重要な会計方針
⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券
該当なし

② 満期保有目的以外の有価証券
該当なし

③ 出資金
ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額
ただし、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の

減額を行うこととしております。
なお、出資金の価値の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該

当するものとしております。

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
保留地･･････個別法による原価法
貯蔵品･･････先入先出法による原価法

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法



なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ８年～５０年
工作物 ５年～６０年
物品 ３年～２０年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によってい
ます。）

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリース
取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取
引を除きます。）
･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法
① 徴収不能引当金
未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して

います。
長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。
② 退職手当引当金
地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従ってい

ます。
③ 損失補償等引当金
該当なし

④ 賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

⑹ リース取引の処理方法
① ファイナンス・リース取引
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース
料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引



通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

⑺ 連結資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（長久手市予算決算会計規則おいて、歳計現

金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。

⑻ 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

2 重要な会計方針の変更等
⑴ 会計方針の変更
該当なし

⑵ 表示方法の変更
該当なし

⑶ 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更
該当なし

3 重要な後発事象
⑴ 主要な業務の改廃
該当なし

⑵ 組織・機構の大幅な変更
該当なし

⑶ 地方財政制度の大幅な改正
該当なし

⑷ 重大な災害等の発生
該当なし

4 偶発債務
⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況
該当なし

⑵ 係争中の訴訟等
該当なし



5 追加情報
⑴ 連結対象団体（会計）

連結の方法は次のとおりです。
① 地方公営事業会計は、全て全部連結の対象としています。
② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま
す。
愛知県市町村退職手当組合については、貸借対照表及び純資産変動計算書のみを組換える簡

易的な連結方法により連結しています。
③ 共同設立等の地方三公社は、出資割合に基づき比例連結の対象としています。
④ 第三セクター等は全部連結の対象としています。

⑵ 出納整理期間
地方自治法第 235 条の 5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい
ます。

⑶ 表示単位未満の取扱い
百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合
国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －
介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －
後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －
公園西駅周辺土地区画整理事業
特別会計

地方公営事業会計 全部連結 －

下水道事業会計 地方公営事業会計 全部連結 －
愛知中部水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 18.4857%
尾張東部衛生組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 23.6192%
公立陶生病院組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.4%
愛知県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 簡易連結 －
尾三消防組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 18.1957%

愛知県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結
一般会計 0.7668%
特別会計 0.5586%

尾張土地開発公社 共同設立等の地方三公社 比例連結 20.0000％
株式会社長久手温泉 第三セクター等 全部連結 －



⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
ア 範囲
すべての普通財産（自治会等が利用する集会所を除く。）

イ 内訳
事業用資産 523 百万円
土地 489 百万円
建物 34百万円

インフラ資産 1,225 百万円
土地 1,225 百万円

上記の金額は令和 4年 3月 31日時点における期末簿価を記載しています。



附属明細書



自治体名：長久手市 年度：令和3年度
会計：連結会計

（単位：百万円）

区分
 前年度末残高

(A)
 本年度増加額

(B)
 本年度減少額

(C)

 本年度末残高
 (A)+(B)-(C)

(D)

 本年度末
 減価償却累計額

(E)

 本年度償却額
(F)

 差引本年度末残高
 (D)-(E)

(G)
事業用資産 76,082 925 837 76,170 26,988 1,337 49,182
 土地 25,994 162 206 25,949 - - 25,949
 立木竹 - - - - - - -
 建物 44,967 672 175 45,464 23,670 1,209 21,794
 工作物 4,636 34 0 4,670 3,318 128 1,353
 船舶 - - - - - - -
 浮標等 - - - - - - -
 航空機 - - - - - - -
 その他 - - - - - - -
 建設仮勘定 485 56 456 86 - - 86
インフラ資産 130,436 3,748 1,224 132,960 31,813 1,788 101,147
 土地 50,384 1,491 8 51,866 - - 51,866
 建物 1,619 11 - 1,630 372 44 1,258
 工作物 78,077 1,444 381 79,139 31,441 1,745 47,698
 その他 - - - - - - -
 建設仮勘定 357 803 835 325 - - 325
物品 8,433 1,533 128 9,838 4,974 439 4,864
合計 214,951 6,206 2,189 218,969 63,775 3,564 155,193

有形固定資産の明細



自治体名：長久手市 年度：令和3年度
会計：連結会計

（単位：百万円）

区分
 生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 その他 合計

事業用資産 963 30,853 7,713 3,155 732 1,076 4,644 45 49,182
 土地 899 16,653 3,389 1,187 300 554 2,968 - 25,949
 立木竹 - - - - - - - - -
 建物 9 13,777 4,143 1,513 405 381 1,565 - 21,794
 工作物 55 352 181 453 26 141 98 45 1,353
 船舶 - - - - - - - - -
 浮標等 - - - - - - - - -
 航空機 - - - - - - - - -
 その他 - - - - - - - - -
 建設仮勘定 - 71 - 3 - - 12 - 86
インフラ資産 68,109 10,474 1,014 11,297 8,897 0 1,353 3 101,147
 土地 27,981 10,274 1,011 2,398 8,850 0 1,353 - 51,866
 建物 1,150 1 - 106 0 - - - 1,258
 工作物 38,842 184 3 8,622 47 - 0 - 47,698
 その他 - - - - - - - - -
 建設仮勘定 136 15 - 170 - - - 3 325
物品 2,332 455 207 1,686 23 120 40 1 4,864
合計 71,404 41,783 8,934 16,139 9,652 1,195 6,037 50 155,193

有形固定資産に係る行政目的別の明細


